
 

―６４― 

 ですから、先ほどノベルティーの話ありまし

た。あれは、指定管理した会社がやるべきもの

なんです。我々でできないです。ところが、な

ぜやんないかというと、売る自信がないからで

すよ。なぜ回転ずしが来ないかって、長井は駄

目でしょって見られてるわけです。なぜ長井に

は中央地区に、あんなメディカルタウンなんて

出すんだったら、中央地区来てよって。中央地

区のほうが絶対採算取れるでしょと。ところが、

駄目だと見られてるわけです。それを覆さなき

ゃいけないから、何とか地域を活性化して、都

市機能があることによって、子供たち、若い人

たちは、まだ長井はいいと。周りのまちからも

長井、頑張ってるから、長井のまちが都市機能

があるから、我々、このままでもいいやと、

時々、山形とか仙台行けばいいと、東京行けば

いい。それで済むようなまちにして、とにかく

人口減らさないこと。それが持続可能な財政運

営のポイントだと思います。 

 あとは、無駄を省いて、なおかつ議会ともい

ろいろ相談しながら、これからの公共事業はし

っかりと今後の財政運営を考えて、慎重にしな

きゃいけないと思っておりますが、ただし、必

要なところは、手を打たないと、中途半端なま

までも駄目だと思ってますんで、今後ともよろ

しくご提言などいただければと思います。 

 すみません、長くなりました。 

○鈴木富美子議長 １番、平井直之議員。 

○１番 平井直之議員 今まで取り組んでこられ

まして、今の現状があるというのは理解したと

ころであります。ただ、まだ今お話しいただき

ましたこれからの課題もまだ大きく、大きい課

題を抱えているのも事実だと思います。それに

向けましても、同じ轍を踏まないような対策、

取組なんかを引き続きしていただければと思い

ます。 

 市民目線でいいますと、全国で１位、うれし

い１位ではない１位ではあるのですが、その辺

のところが市民の方も心配、不安要素になって

いるかと思います。その辺のところも様々な取

組の結果でなってしまったというところはある

んですが、これを改善できるような、今後も取

組をお願いしたいと思います。 

 以上で質問を終わります。 

○鈴木富美子議長 ここで暫時休憩いたします。

再開は午後３時10分といたします。 

 

 

   午後 ２時４９分 休憩 

   午後 ３時１０分 再開 

 

 

○鈴木富美子議長 休憩前に復し、会議を再開い

たします。 

 市政一般に関する質問を続行いたします。 

 

 

 鈴木一則議員の質問 

 

 

○鈴木富美子議長 次に、順位５番、議席番号６

番、鈴木一則議員。 

  （６番鈴木一則議員登壇） 

○６番 鈴木一則議員 政新長井の鈴木一則です。

今日最後の質問となります。ご答弁よろしくお

願いいたします。 

 昨日、令和６年度山形県長井市合同総合の防

災訓練が行われ、73団体、700人を超える参加

者により大規模に実施されました。12年前の合

同訓練は、長井高校を主会場に、館町地区を中

心に実施されましたが、中心市街地から離れて

いることや、今回のように多くの職員が任務に

当たったという記憶もなかったため、今回の規

模に驚いたところです。今回は、整備が終了し

た市役所から「くるんと」、本町街路、長井小

学校のエリアでの開催により、多くの市民の
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方々の協力と参観された市民も多く、大変充実

した訓練だったと感じました。また、近年の地

震、豪雨等災害に対応するため、公共機関や支

援機関の制度や手だて、防災に関する説明の充

実と、民間企業からの提案もあり、関心の高ま

りを感じました。県知事、市長のご挨拶にあっ

たように、今年７月25日の庄内・最上地方の豪

雨災害、令和４年８月３日の飯豊町、長井市域

の豪雨災害、かつてない規模の災害の発生が当

たり前となっている近年の状況を踏まえ、災害

への備えと災害発生後の復旧、一日も早い日常

の確保を一層努める必要を感じた訓練でありま

した。 

 私の質問は、大きく２点です。 

 最初に、水道水のＰＦＡＳ、ピーファスとい

います、有機フッ素化合物の全国調査について

お伺いをいたします。 

 発がん性の指摘されているＰＦＡＳ、有機フ

ッ素化合物が各種の浄水場や河川で検出されて

いる実態を受け、政府は、５月下旬に47都道府

県と小規模事業者に対し、水道水の全国調査を

要請したと６月下旬に新聞報道がありました。 

 ＰＦＡＳは、水に溶けやすく、揮発性、熱に

強い、薬品に強い、光を吸収しないなどの性質

があり、焦げつきにくいフライパンや防水衣類、

泡消火剤、塗料など、生活の身近なところで使

われていますが、永遠に残る化学物質と言われ、

自然界では分解されず、生物の体内に蓄積しや

すい、有害性や難分解性なども確認され、国内

外で製造、使用が規制されています。健康への

影響として、発がん性、ホルモン攪乱作用、免

疫機能の低下により感染症にかかりやすいなど

の可能性が指摘されているようです。 

 ＰＦＡＳとは、規制対象物質の総称で、ＰＦ

ＯＳ、ＰＦＯＡ、ＰＦＨＸＳという対象物質が

あり、金属メッキ処理剤、泡消火剤、界面活性

剤、織物及び室内装飾品に使用されていました

が、残留性有機汚染物質に関するストックホル

ム条約により、2024年６月までに製造、輸入が

規制されています。 

 日本の水道水は安全基準でＰＦＡＳの目標値

が設定され、目標値を遵守した水質管理、浄水

処理が行われているようです。環境省では、令

和２年度、2020年から水質検査の実施の有無な

どの調査を行っており、報告を求めている中で、

このたびの全国調査と考えますので、以下、質

問いたします。 

 上下水道課長に次の３点についてお伺いをい

たします。 

 １つ目、汚染の実態把握が急務と判断されて

の調査ということだが、どのような実態が各地

で起こっているのか。 

 ２つ目、長井市の飲料水の検査状況はどうか。

今回は小規模事業者へも対象を拡大したようだ

が、市内での該当箇所はあるか。結果はどうか。 

 ３つ目、環境省の2022年の調査では、16都道

府県で目標値を超えた事例がございました。県

内でも基準値内だった検出事例があったようだ

が、原因を把握しているかについてお伺いをい

たします。 

 環境省の昨年の調査で、岡山県吉備中央町で

国の暫定目標値の28倍もの濃度のＰＦＡＳが検

出されました。その原因が、取水源の上流域に

野ざらしで保管された使用済みの物質からとい

う可能性が高いということのようでした。実は、

行政視察でこの地を通った経験があります。の

どかで山間の自治体です。水源に影響するもの

が放置されていたり、排水されていたりという

ことは長井市でもあり得ることと思います。 

 市長には、４つ目として、地下水を水源とす

る長井市の水道を守るための監視体制について

お伺いをいたします。 

 次に、コロナ禍後の市内企業の経営状況と今

後の振興についてお伺いをいたします。 

 先頃、山形県で2021年度県内市町村別の総生

産、経済成長率をまとめた令和３年度市町村民
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経済計算の概要が発表されています。市町村別

の経済成長率を見ると、長井市は昨年比でマイ

ナス4.1％となっています。西置賜では飯豊町

がプラス12.6％、白鷹町はプラス2.4％、小国

町はマイナス6.8％でした。前年度の2020年度

では、長井市は前年比プラス2.5％、飯豊町は

マイナス11.7％、白鷹町はマイナス8.0％、小

国町はマイナス9.9％でした。今回の県全体の

評価では、飲食、宿泊など、サービス消費は低

調だったが、海外需要設備投資の回復を受けて、

製造、建設が堅調だったとしていますが、置賜

地域では、卸売・小売業、保健衛生、社会事業

などが増加したが、建設業、農林水産業が減少

し、地域全体で３年連続のマイナスとなったと

の評価です。 

 市内企業の現状についてお伺いをいたします。 

 一つ目、コロナ禍後の直近の市内企業の経営

状況はどうか。コロナ禍以前まで回復している

のかについて、商工振興課長にお伺いいたしま

す。 

 ２点目ですが、質問に入る前に、質問項目に

使用した文言、円高について、円安に訂正をさ

せていただきたいと思います。私は、海外から

の円高による海外から日本に来られた方のメリ

ットというのは、いろいろ報道で出されており

ますが、逆に日本から海外へ行かれた場合とか、

輸出をした場合のデメリットという意味合いで、

円高ということを使用しましたが、担当課との

打合せの中で、質問趣旨からは円安が適当と思

われましたので、このような形で訂正をさせて

いただきますこと、ご了承いただきたいと思い

ます。 

 ２番として、円安傾向はまだ続くと考えるが、

市内企業への影響はどうか。また、建設業は大

型の公共施設整備の終了により、民間の需要に

期待されるが、今後の見込みはどうかについて、

商工振興課長にお伺いをいたします。 

 今後整備が進む新産業団地への期待をしてい

ますが、令和８年度以降の建設整備になると思

われます。先頃の県内の製造業へのアンケート

調査で、今後の設備投資について、ほとんどの

企業が現在は考えていないという回答だったと

いうことです。現状の円安推移をする市場動向

が予測できない状況と思いますが、投資をしな

いと成長も活性化もしないと私は考えます。 

 今、市内には若くて起業をしている方の情報

を耳にする機会が増えています。飲食や装飾関

係のようですが、長井商工会議所には創業や持

続支援の事業などがあるようです。片や、既存

小規模事業者では、世代交代として引き継ぐた

め、奮闘している方も多くお見受けをいたしま

す。人口減少という流れの中で、事業を引き継

ぐというのも厳しさもありますが、活性化の発

展を目指す長井市には願ってもない人材ではな

いでしょうか。長井市にも企業向けの立地や設

備投資等への補助金がかつてありました。既存

業者への設備投資や工場拡張など、対応する市

は手薄だったと思います。最近の新規の事業継

続という方々の挑戦に市の支援が必要と考え、

最後に、市長に、市内既存企業の振興策として、

設備投資や工場拡張に対する市の支援制度を創

設してはいかがかについてお伺いをいたします。 

○鈴木富美子議長 内谷重治市長。 

○内谷重治市長 鈴木一則議員からは、大きく２

項目にわたりまして、７点ほどご質問、ご提言

をいただいております。 

 私から、それぞれ１点ずついただいておりま

すので、まず最初、１の水道水ですね、ＰＦＡ

Ｓ、有機フッ素化合物の全国調査についてとい

うことでご質問、ご提言をいただきました。 

 私のほうから（４）の地下水を水源とする本

市の水源を守るための監視体制についてという

ことでご質問いただいております。 

 議員から詳しく説明がございましたが、ＰＦ

ＡＳの排出源となり得る施設といたしましては、

泡消火剤ですね、泡の消火剤を保有、使用する



 

―６７― 

施設、これは空港とか自衛隊と言われておりま

す。有機フッ素化合物の製造、使用の実績があ

る施設、これは半導体基板製造工場などでござ

いますし、廃棄物処理施設などが上げられてお

ります。ただし、現在は、化学物質の審査及び

製造等の規制に関する法律に基づき、ＰＦＡＳ

の製造、輸入等は原則禁止されており、規制さ

れる前に製造されたものについても、厳格な管

理が義務づけされているという状況でございま

す。 

 このような国の動きの中で、水道事業者に対

しては、令和２年５月28日付環境省通知におい

て、有機フッ素化合物、ＰＦＡＳの中でもＰＦ

ＯＳ（ピーフォス）、ＰＦＯＡ（ピーフォア）

を水質管理目標設定項目として位置づけて、暫

定目標値をＰＦＯＳとＰＦＯＡの合算値で１リ

ットル当たり50ナノグラム以下とすると定める

とともに、この暫定目標値を超えることがない

よう、管理を行うよう通知が出されました。現

在は、この通知に基づき、本市においても、水

道水の管理を行っております。 

 私ども長井市の水道水は、ご承知のとおり、

地下50メートルの深井戸から取水しており、そ

れらの取水施設の近くには有機フッ素化合物を

取り扱う事業者は現在ございません。仮に有機

フッ素化合物を取り扱う事業者があれば、事業

活動に伴うばい煙、汚水、廃棄物などの処理や

自然環境の保全のために必要な措置を講じる責

務がありますし、事業者の責務により関係法令

遵守に努め、水質汚濁、汚染物質の地下浸透が

起こらないよう、対策を講じるべきと考えます。

また、不法投棄が原因となることも想定されま

すので、水道施設、特に取水施設周辺について

は、不法投棄などが発生しないよう、関係機関

と連携して環境保全に努めるとともに、現在も

毎日行っておりますが、各施設の点検、水質確

認を継続し、安全・安心で、おいしい水道水を

提供したいと考えております。 

 大変貴重な情報といいますか、ご質問いただ

きまして誠にありがとうございます。 

 続きまして、２点目、コロナ禍後の市内企業

の経営状況と今後の振興についてということで、

私へは、（３）の市内既存企業の振興策として、

設備投資や工場拡張に対する市の支援制度を創

設してはどうかというご提言でございます。 

 鈴木一則議員からは、既存の長井市内の企業

への振興策として、設備投資や工場拡張への支

援をしてはどうかというご質問をいただきまし

た。現在、長井市で行っている企業への支援策

については、先端設備導入計画の認定に伴う固

定資産税、これは償却資産ですね、この軽減措

置、これは３年間に限り課税標準額を２分の１

に軽減する、これのみとなっております。 

 経過につきましては、かつて、長井市企業立

地促進条例、これは平成４年、今から32年前で

すね、に基づき、誘致企業に対しての補助金が

ございましたが、平成13年度までに終了になっ

ています。その後、平成23年度からは、企業立

地促進基金の積立てができたため、この積立て

は、これは言ってもいいと思うんですが、日鍛

バルブさんに交付した補助金、これが立地しな

いために返してもらうように我々で働きかけ、

約１億6,000万円程度だったと思うんですが、

返還いただきました。この返還金を元に、企業

立地促進基金の積立てを行ったものでございま

す。このため、長井市企業立地促進等補助金を

創設いたしまして、令和３年度まで対応してい

ました。この補助金は、立地企業並びに既存企

業の設備投資にも対応していたものでしたが、

基金の残高がもうほぼなくなったということで、

先端設備導入計画の制度に切り替え、現在に至

っているところでございます。 

 この補助金制度とは別に、小規模な事業者に

対しては、伴走型の経営支援を行っており、こ

の支援を基に、事業者向けの融資制度、これは

マル経ですね、これ、長井商工会議所さんなん
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かで取り扱っている、を活用できる仕組みを行

っております。 

 鈴木一則議員から、市内既存企業の振興策と

して投資や工場拡張に対する支援制度を創設し

てはどうかというご提案がございました。 

 これは、市内の企業振興には大変重要なこと

であると認識しております。ただ、なかなか財

源を生み出すことができませんので、私どもの

ほうでは、東北経産局のほうに、もうずっと引

き続き十数年、職員も派遣して、勉強させてい

ただいているということもあって、様々な有利

な制度について、特に、例えばものづくり補助

金等々については、採択率は恐らく県内ではト

ップ、非常にいろんな企業が、上限が3,000万

円ぐらいだったでしょうかね、使わせていただ

いており、こういったところを紹介、あるいは、

様々な我々の資料を提供して、情報を提供して、

ご活用いただいておりますし、最近ですと、Ｄ

Ｘに対する様々な小規模な事業者さんからサー

ビス業から使えるような、きめ細かい補助金

等々が出ておりますが、それを私ども、長井商

工会議所さんと一緒になって、市内のそういっ

た相談のあった企業さんとか、広く活用いただ

くようなＰＲに努めているところでございます。 

 県内の状況を見てみますと、13市のうち、酒

田市、鶴岡市、東根市など、５市において、規

模は違いますが、支援策があるようです。その

ほか、山形市や米沢市など、新規の企業立地に

向けた補助金のみとなっている状況で、現在、

単独で支援制度をしている市町村は少ない状況

のようでございます。長井市におきましては、

現在、議員からもございましたように、長井南

産業団地の整備を進めておりますので、令和８

年からの販売に向けて、企業立地促進補助金を

創設してまいりたいと検討しているところです。

その際、既存企業への支援についても検討して

まいりたいと思いますが、小規模事業者であっ

ても、先端設備導入計画の認定も受けられます

し、設備の導入資金については、経済産業省の、

先ほど申し上げましたものづくり補助金等もあ

りますので、これらの制度を整理した上で、広

報を含めて、支援策を考えてまいりたいと思い

ますので、よろしくお願い申し上げたいと思い

ます。 

 なお、長井南新産業団地の整備に係る企業立

地促進補助金の創設ですが、ほかの県内の山形

市さん、天童市さん、上山市さん等々が制度を

今進めておりますので、同じ時期ですので、そ

れらの情報を鑑み、ある程度の補助をしないと

いけないと。あるいは、雇用、市民が雇用した

場合の補助金等々についても今検討しておりま

すが、ぜひこの辺のところは、後日、ぜひ議会

のほうからもご指導いただきながら、その概要

を今年、来年にかけて進めてまいりたいと思い

ますので、今後ともよろしくお願いいたします。 

○鈴木富美子議長 佐藤 久上下水道課長。 

○佐藤 久上下水道課長 私には、大きく３点ほ

ど質問をいただきました。順次お答え申し上げ

ます。 

 まず最初の水道水のＰＦＡＳ、こちらの全国

的な状況で何が起こっているかということでご

ざいますが、有機フッ素化合物、以下、ＰＦＡ

Ｓと表現させていただきます。ＰＦＡＳをめぐ

りましては、昨年10月、岡山県吉備中央町で水

道水から国の暫定目標値の28倍、こちらの濃度

のＰＦＡＳが検出されたことが発覚しまして、

その後、報道等で取り上げられるようになった

ということでございます。しかし、このＰＦＡ

Ｓの水質検査の実施につきましては、自治体な

どによる任意だったために、国においては、検

出の状況が分からない地域も数多くありまして、

全国的な状況は把握されていないという状況で

ございました。 

 ＰＦＡＳの検出の不安の声が上がる中で、国

のほうでは、上水道のほか、簡易水道なども対

象に含め、管理する自治体や水道事業者などに
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対しまして、水質検査の実施の有無のほか、検

出された場合は、その最大の濃度、検査を実施

していない場合には、その理由であったり、今

後の実施予定について回答を求めております。

さらに、これまで一度も水道水のＰＦＡＳ検査

を実施していない事業者などに対しましては、

今年の９月までを期限としまして、少なくとも

１回は水質検査を実施し、報告することを要請

しております。国では、全国のＰＦＡＳの検出

状況を把握し、その上で、現在、暫定値として

いるＰＦＡＳの目標値の見直しの検討などに活

用すると言っております。 

 続きまして、２点目でございますが、長井市

の飲料水の検査状況、あと、小規模事業者等の

該当、結果等はということでございます。 

 まず、本市における飲料水検査の状況でござ

いますが、水道法第20条で定めます水道水の検

査項目ではなかったことから、ＰＦＡＳの検査

は実施しておりませんでしたが、国、県からの

通知を受けまして、令和５年７月にＰＦＡＳの

水質検査を実施しております。 

 検査の概要でございますが、検査実施機関と

いたしまして、一般財団法人山形県理化学分析

センター、水の採取場所につきましては、豊田

コミュニティセンター、検査項目につきまして

は、ＰＦＯＳ並びにＰＦＯＡ、こちらの２項目

となっております。検査結果につきましては、

国が目標としている水環境に係る暫定的な目標

値とするＰＦＯＳ及びＰＦＯＡの合計値である

１リットル当たり50ナノグラム未満となってお

ります。この結果、基準値を満たしております

ので、長井市の水につきましては、安全・安心

な水質であることを確認しております。 

 また、国では、今年５月、簡易水道事業を含

む水道用水供給事業者に対象を広げまして検査

を要請しておりますが、本市におきましては、

小規模水道事業者に該当する事業所はございま

せん。 

 続きまして、３番目、環境省のほうでは、16

都道府県で基準を超える水質が出ている。県内

の中でも、基準値を満たしてるんですが、微量

の検出をしているが、原因を把握しているかと

いうことでございます。 

 山形県では、県内の公共用水域及び地下水の

ＰＦＡＳの状況を把握するために、令和３年度

から令和５年度にかけて、県内の公共用水域及

び地下水の現状調査を実施しております。この

調査では、ＰＦＡＳの排出源となり得る施設の

周辺を中心に、県内22河川30地点、地下水17地

点で調査を実施しております。県内における調

査の結果につきましては、全ての地点でＰＦＡ

Ｓに関する水環境中の暫定指針値、１リットル

当たり50ナノグラム、こちらを超過する結果は

出ておりません。しかしながら、河川について

は、１リットル当たり0.5ナノグラム未満から

43ナノグラム、地下水については、１リットル

当たり0.5ナノグラム未満から28ナノグラムの

基準値内ではありますが、微量の数値が検出さ

れております。 

 原因につきましては、県では公表しておりま

せんが、調査実施地点、こちらをＰＦＡＳの排

出源となり得る施設の周辺を中心にということ

で調査をかけております。そちらの関係で若干

出たのかなと考えているところでございます。 

 調査の結果、全ての地点において、要監視項

目の暫定指針値以下であり、監視強化の目安と

なるレベルでなかったものの、県内では令和８

年度まで、県内一円の河川及び地下水において、

水環境中のＰＦＡＳの存在状況調査を実施する

としております。その結果につきましては、本

市は河川の調査地点には該当せず、地下水にお

いて、１地点、調査対象地点となっております。 

 なお、調査の結果につきましては、県のホー

ムページで公開されることとなっており、また、

調査の結果において、ＰＦＯＳ及びＰＦＯＡの

合計値である１リットル当たり50ナノグラムを
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超過した場合については、追加調査が実施され

まして、その調査についても県のホームページ

で公表されることとなっているようでございま

す。 

○鈴木富美子議長 赤間茂樹商工振興課長。 

○赤間茂樹商工振興課長 問２の（１）になりま

すけども、長井市を中心としたまずは経営状況、

景況についてお答えいたします。 

 先ほど鈴木一則議員からもご紹介ありました

けども、山形県が集計し、推計している、これ

は令和３年度のデータでございますが、市町村

民経済計算の結果につきましては、ご紹介のと

おり、置賜地域が３年連続の減少という結果で

ございました。長井市におきましては、令和３

年度の推計値、これは対前年比になりますけど

も、農業、建設業での落ち込み幅が大きく、製

造業と宿泊、飲食、サービス業は若干の減少と

いうような状況だったと思います。農業におい

ての減少につきましては、米の価格が下がった

ことによる要因が大きいのかなと思います。建

設業につきましては、前年度との比較で大規模

な事業の減少というのが減少の要因かなと考え

ております。 

 コロナが落ち着きまして、昨年から第５類に

移行になったということを受けまして、本格的

な経済活動が再開されたわけですが、その後の

状況について、推計値がその後まだ出ていない

ということで、経済センサスにつきましても令

和３年度の結果だけでございますので、ここか

ら先につきましては、関係各所から聞き取り、

それから、会議等での情報などを基にお答えさ

せていただきたいと思います。 

 製造業につきましては、これは全国的な傾向

だと思いますけども、2024年上期の状況は、半

導体関連につきましては、自動車よりも生成Ａ

Ｉの急速な普及に伴いまして、需要が伸びてい

るということですが、これはエレクトロニクス

製品市場のみの話ということで伺っております。

国内の製造業全体では、横ばいと言われており

ます。長井市の製造業の状況についてお伺いい

たしますと、自動車部品の取引が減ってきてい

ると。これは、ＥＶ、電気自動車に切り替わっ

て、移り変わってきていることから、これまで

自動車部品の関連の製造を行っていた企業が減

少しているという状況のようです。これらに左

右されない分野の企業も長井市管内にはありま

して、そちらの企業につきましては、やや上向

きの企業もありますし、横ばいの企業もござい

ます。機械製造を含む、そのほかの企業につき

ましては、聞くところによりますと、販路の拡

大に努めているということや、これまで製造し

てきたもの以外の品目の製造を手がけていると

いうようなことを伺っております。小売、流通

関係につきましても、やや上向きから横ばい傾

向という状況のようです。全産業を通してです

けども、コロナ禍での様々な影響について、コ

ロナ後、変わってきたところが往々にしてあり

ますので、コロナ前のようなことに戻るという

ことはなく、これから新たな取組が必要になっ

てきているということを皆さん認識しておられ

るようでした。 

 続きまして、（２）の円安による影響と公共

施設整備の減少による影響につきましてお答え

いたします。 

 円安の影響は、全産業で原材料価格を含む輸

入コストの増加、さらには、運輸における2024

年問題もありまして、ほとんどのコストが上が

っているという状況のようです。また、海外の

工場を持っている会社などにお伺いしますと、

海外の人件費も徐々に上がってきているという

ことを伺っておりまして、輸入のコストも考慮

すると、部品製造工場ごと、こちらに持ってき

たほうがいいのではないかというような大胆な

ことをおっしゃる企業もいらっしゃいます。円

安の影響は全体的な物価上昇にも影響しており

まして、市内においても製造業におきましても
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価格転嫁をしているところが少しずつ出てきて

いるようでございます。 

 建設業の状況ですが、大規模な公共事業は少

なくなっております。民間の需要に期待してい

るところでございますけども、住宅は資材高騰、

それから、省エネ適合性の影響で建築単価が高

くなってきておりますので、民間事業も低迷状

態となっているようです。 

 長井市といたしましては、特に中心市街地の

インフラや公共施設の整備を進めてきておりま

すので、特に中心部での民間事業に拍車がかか

ることに期待しているところでございます。 

 以上、景況につきましてお答えさせていただ

きました。 

○鈴木富美子議長 ６番、鈴木一則議員。 

○６番 鈴木一則議員 答弁ありがとうございま

す。 

 最初に、上下水道課長にお伺いをいたします。

今回の調査では、長井市内のほうからはＰＦＡ

Ｓ関係の２項目については出なかったというこ

とです。これ、国のほうで、法令といいますか、

もう定期的にこれをやる方針という理解でよろ

しいのでしょうか。規制があるので、今後なく

なるという意味合いもあるのかなと思うんです

けども、少なくとも、市長もおっしゃいました

けど、製造業関係でそういう可能性ある部分が

今のところないという話はありましたけども、

いろいろ調べてみると、県内的には排出で河川

とか、それから、水源地に近いところで汚染と

いう部分の事例がちょっと見受けられる、微量

でも見受けられるということは、今後も監視の

体制というのはあると思うので、これは国の責

任といいますか、国として全体的な確認をし続

けるのかどうかという方針が示されていれば、

お伺いをしたいと思います。 

○鈴木富美子議長 佐藤 久上下水道課長。 

○佐藤 久上下水道課長 今、鈴木一則議員から

ありました今後の方向性なんですが、答弁でも

若干触れたんですが、国のほうで、各自治体の

状況を全然把握できてないという状況がござい

ます。それを把握した上で、今暫定の目標値と

いうことを言ってるんですが、そちらの数値も

含め、今後の検査項目にするかどうかも含め、

国のほうで、全体を把握をして、それを国のほ

うでもう一回協議をしてということで進められ

ていると聞いております。 

○鈴木富美子議長 ６番、鈴木一則議員。 

○６番 鈴木一則議員 この種のＰＦＡＳについ

ては、体内に残るということで、非常にこの資

料を見たときに、ちょっと我々にとっては身近

でない部分でしたので、驚きがあったので、ぜ

ひに、これは続けていただきたいなと思います。

よろしくお願いいたします。 

 市内企業の経営状況の中で、８月末に県内有

効求人倍率が出て、発表になりました。長井が

1.41で、鶴岡、酒田に次いで高い状況だったん

ですけども、長井はずっとここのところ、1.4

とか、1.3とか、高い状況ではあるんですけど

も、続いているというところの原因って何だと

いう部分もちょっと引っかかるところなんです

ね。市内企業の経営自体が伸びていないという

こととか、それからあと、求人はあっても、な

かなかそこに人が集まらない原因とすると、給

与体系とか、給与水準という部分もあるかなと

思いますが、そこら辺のことを考えてみますと、

今後の市内の企業の取組といいますか、市とし

て何かしらのてこ入れみたいなものが必要なの

かなといつも考えますが、先ほど商工振興課長

からありましたように、職種といいますか、生

成ＡＩや、それから車のほうのＥＶに職種が変

わってきているというような部分もあります。

長井市は自動車部品の製造の下請という部分も

多くいらっしゃいますので、そういうふうな部

分でいうと、今後の見通しとすると、そこら辺

の新しい職種へのてこ入れという部分も視野に

入れながら企業振興を図る必要があるのかなと
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いう感じはするんですが、その点について、市

長のお考え伺えればと思います。 

○鈴木富美子議長 内谷重治市長。 

○内谷重治市長 例えばあかしあ産業団地の照会

などで、景況とか、いろいろお伺いすると、決

して悪くはないけども、かといって先がぐっと

開けるような状況じゃないと。その辺について

は、まず一つは、円安ということで、輸出する

ときにはいいんでしょうけども、結局、長井の

場合は下請が多いわけですね。それも１次、２

次下請じゃなくて、その他の下請が多いので、

新たな部分については、設備投資するほどの企

業は少ないと感じております。ただ、よく一般

的に言われてるのは、コロナが終結に向かって、

サプライチェーンが非常に脆弱だということか

ら、特に政府としては国内のそういったサプラ

イチェーンの再構築をするということで、例え

ば新産業団地である長井南産業団地についても、

昨年、違う会議なんですが、経産省、あるいは

国交省絡みの中活の計画なんかでの長井市の新

産業団地の話をしたときに、国としては、そう

いった国内での製造業の回帰ということがこれ

から必ず必要だし、起きてくると。そのときに、

今、新産業団地等々というのは非常にタイミン

グ的には非常にいいと。したがって、都市再生

整備計画事業の中で特別に道路の支援等々をし

ていただいたという例があるように、政府とし

ては進めようとしていると。 

 あと、一方で、雇用のお話もあったんですが、

過日、地元選出の鈴木憲和農林水産副大臣と面

談したときに、副大臣室にお邪魔して、８月の

初めでしたけれども、そのときに言われたのは、

新産業団地のほうはどうだということで、非常

に副大臣からも気にかけていただいて、それで、

自民党の青年局長をされていたわけですね、去

年の暮れまでは。台湾の半導体の工場が九州の

ほうに、熊本に、もうそれは１兆円超える投資

で、今度は、仙台のほうも取りあえずは最初

6,000億円と言われてたのが、8,000億円ぐらい

まで膨れるようなんですが、台湾の半導体の企

業はほかにも非常に投資に対して積極的だと。

そこで問題になるのが雇用だと。雇用がちょっ

と我々から見ると突き抜けてて、例えば長井市

さんで、例えば用地を提供することができたと

しても、大体1,500人ぐらいの、１期の雇用が

1,500人だそうです。３期で4,500人から5,000

人の雇用を受け入れることができますかって聞

かれるんだそうです。そうすると、答えられな

いと。それは、山形県自体でももう半導体の工

場で5,000人といったら、受け入れるところな

いでしょ。ですから、仙台のところの大衡村と

いうのは、仙台、あるいはその周辺と、山形も

入ってるんでしょうけども、そういった大きな

設備投資なんだと。ただ、国内ではそんなに大

きな設備投資がないので、我々とすれば、今、

長井の新産業団地のところは、むしろ東京から、

首都圏から、あるいは関西、中京圏からの立地

というよりも、この周辺の企業が手狭で、ちょ

っと、先ほど赤間産業参事からもありましたよ

うに、長井、あるいはこの地域の企業がある程

度ラインを増やしたいといったときに、雇用が

なかなか大変なので、じゃあ、もう海外の製造

拠点の部分もこっちに一気にするということで、

人も一緒に連れてきての企業立地という可能性

もあると。我々としては、一番望むところはそ

れなわけですよね。 

 先ほど鈴木一則議員からあったように、有効

求人倍率、非常に高いのに、ずっとそれが続い

ていると。なおかつ、長井の場合は、正職員、

正社員の倍率がずっと異様に高いんです。とこ

ろが、いつまでたってもそれが集まらないので、

引き続き高いということなんですが、それで若

い人がいないと。若い人といいますか、企業側

にとってすれば、採用したい人材がいないとい

うことにつながってるんじゃないかということ

で、ちょっと私どもとしては、非常に難しい状



 

―７３― 

況にあるなと。じゃあ、地元の企業で設備投資

できるかといったときに、よく聞こえるのは、

例えば長井工業高校の卒業生を採りたいんだけ

ども、幾ら手を挙げても来てくれないと。そう

いったところが例えば地元だったら、給与の高

いどちらかというと地元企業じゃないところに

行ってしまうということで、大変難しい状況か

なと思っておりますが、まずは、私どもとして

は、財源的なところがありますが、長井商工会

議所さんなんかと連携をしながら、どういうふ

うにすれば企業側がより活発な企業活動、事業

拡大等々されるのか、その辺の情報などを収集

してまいりたいと思ってます。 

○鈴木富美子議長 ６番、鈴木一則議員。 

○６番 鈴木一則議員 求人倍率の中で、建設業

の求人倍率が高くて、製造業が落ちてるんです

ね。建設業もそこそこいろんな形で公共施設、

今回、災害やら様々ありますので、そういう形

で復旧事業などは、この地域としてはあるんで

すけども、なかなか集まらないという部分では、

先ほど勝見議員がおっしゃったように、学校と

の連携、それに関わるいろんな形で、この地域

に就業していただくという方策も全体的に進め

る必要もあるのかなと思います。実際的に、市

長も今回、改めて宅地開発事業という形でして

いただきますが、なかなか建設業のほうも厳し

くて、ここの地域からもう仙台などに主要な部

署を移した会社もあるようにお聞きします。こ

こら辺ではなかなかじり貧なので、お金のある

ところ、人のいるところとなると、全体的な地

域の経済の沈下というのも心配されますので、

そこら辺も含めて、今後課題だなと、今回質問

を作成しながら思ったところですので、今後と

もよろしくお願いしたいと思います。ありがと

うございました。 

 

 

   散     会 

 

 

○鈴木富美子議長 本日は、これをもって散会い

たします。 

 再開は、明日午前10時といたします。 

 ご協力ありがとうございました。 

 

 

    午後 ４時００分 散会 

 


